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令和５年度那珂市一般会計予算説明書 

我が国の経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある中、緩やかな持ち直しが続いて

いる。その一方で、ロシアによるウクライナ侵略を背景とした国際的な原材料価格の上昇や円安の影響等に

よるエネルギー・食糧価格の高騰、欧米各国の金融引締めによる世界的な景気後退懸念など、我が国経済

を取り巻く環境には厳しさが増している。 

政府は、こうした状況から国民生活と事業活動を守り抜くとともに、景気の下振れリスクに先手を打ち、我

が国経済を民需主導の持続的な成長経路に乗せていくため、「物価高・円安への対応」、「構造的な賃上

げ」、「成長のための投資と改革」を重点分野とする「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」

（令和４年１０月２８日閣議決定）を策定し、これを速やかに実行に移し、経済対策の効果が最大限に発揮さ

れるよう万全の経済財政運営を行うこととしている。 

こうした中、国の「令和５年度予算編成の基本方針」（令和４年１２月２日閣議決定）によれば、足元の物価

高を克服しつつ、経済再生の実現に向け、人への投資、GX、DXといった成長分野への大胆な投資、少子

化対策・こども政策の充実等を含む包摂社会の実現等による新しい資本主義の加速や、防災・減災、国土

強靭化等の国民の安全・安心の確保をはじめとした重要な政策課題について必要な予算措置を講ずるなど、

我が国経済を持続可能で一段高い成長経路に乗せていくことを目指すこととしている。 

また、地方財政については、地域のデジタル化や脱炭素化の推進など様々な行政課題に対応し、行政サ

ービスを安定的に提供できるよう、地方が安定的な財政運営を行うために必要となる一般財源総額につい

て、令和４年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本とした対策を講

ずるとしている。 

こうした状況の下、令和５年度の那珂市予算は、歳入では、根幹である市税については、物価高騰の影

響による企業収益の減などにより、法人市民税が減額となる一方で、家屋の新築による固定資産税の増な

どにより増収を見込んでいる。 

また、歳出では、障害者支援や子育て支援等に係る民生費の増加など、扶助費をはじめとする義務的経

費が増加する中、新たに策定した第２次那珂市総合計画後期基本計画に基づき、まちづくりの目標である

「住みよさプラス活力あふれるまち」の実現に向け、SDGｓや DX の推進などに対する取組や、市民活動の拠

点となる四中学区コミュニティセンターの整備、市民の生活環境向上に資する都市計画道路の整備や市道

の改良・補修、老朽化している公共施設の長寿命化などへの効率的な配分に努めて、予算編成を行った。 

その結果、一般会計については前年度比３．５％増の２２６億２，０００万円、特別会計については、国民健

康保険特別会計（事業勘定）が前年度比０．９％増の５４億円、公園墓地事業特別会計が前年度同額の１，

３００万円、介護保険特別会計（保険事業勘定）が前年度比０．８％増の４７億５，０００万円、後期高齢者医

療特別会計が前年度比３．７％増の８億５，０００万円、那珂地方公平委員会特別会計が前年度同額の７０

万円となった。 

一般会計の歳入では、市税については、法人市民税においては物価高騰の影響による企業収益の減な

どにより、法人税割が減収の見込みとなる一方で、家屋の新築による固定資産税の増やたばこ税の増など

により、前年度比０．６％増の７３億２，４６１万３千円を見込んだ。 

地方譲与税については、国の地方財政対策等により、前年度比５．９％減の２億７，６８０万１千円を見込

んだ。 

配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金及び環境性能割交付金については、県

民税の状況を考慮し、それぞれ前年度比６１．８％増の４，２２６万円、２７．２％減の２，７８０万８千円、４２．

５％増の１億２，１４５万４千円、４６．８％減の１，７９２万４千円を見込んだ。 

地方消費税交付金については、地方消費税の状況により、前年度比１０．０％増の１２億７，８５８万４千円

を見込んだ。 
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地方交付税については、国の地方財政計画においても交付税総額で前年度を上回る額が確保されてい

ること、また、近年の交付状況等を勘案し、前年度比１１．４％増の３９億２０万円を見込んだ。 

地方特例交付金については、国の地方財政対策等を踏まえ、前年度比２０．３％増の６，８０２万４千円を

見込んだ。 

国庫支出金については、新型コロナウイルスワクチン接種事業に係る負担金及び補助金の皆減などによ

り、前年度比６．２％減の３５億６，１６５万７千円を見込んだ。 

県支出金については、参議院議員通常選挙費委託金の皆減などにより、前年度比０．２％減の１７億６，５

５１万１千円を見込んだ。 

市債については、前年度比８．０％増の１７億４，３２０万円を見込み、四中学区コミュニティセンター整備

事業に３億２，１４０万円、下菅谷地区街路整備事業（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場線）に１億８，１１０万

円、道路改良舗装事業に１億６，６３０万円、下菅谷地区まちづくり事業に１億２，２１０万円、総合公園施設

改修事業に１億３３０万円、菅谷市毛線街路整備事業に９，３３０万円、橋りょう長寿命化修繕事業に８，７９０

万円、道路維持補修事業に７，６３０万円、菅谷飯田線道路整備事業に７，３３０万円、庁舎管理事業に５，８

６０万円、歴史民俗資料館管理事業に４，６４０万円、冠水対策推進事業に４，４００万円、給食センター施設

整備事業に４，２７０万円、常備消防車両整備事業に４，１６０万円、土地改良基盤整備事業に３，９００万円、

消防団車両整備事業に２，３４０万円、ふれあいセンターよこぼり管理事業に１，０１０万円、消防本部庁舎改

修事業に８９０万円の発行を予定している。このうち、四中学区コミュニティセンター整備事業、道路改良舗

装事業、冠水対策推進事業、下菅谷地区まちづくり事業には、通常の地方債よりも有利な合併特例債を６

億５，３８０万円充当している。また、地方交付税の財源不足を補う臨時財政対策債は前年度比６６．５％減

の２億円、災害援護資金貸付金債は３５０万円を見込んだ。 

繰入金については、財政調整基金から６億円、減債基金から５億円、公共施設整備基金から１億１，０００

万円、市民活動基金から３，２００万円、学校施設整備等基金から２，７００万円などを見込み、前年度比２７．

２％増の１３億４，３１１万５千円となった。 

歳出では、人件費は前年度比１．６％増の４８億１，０９９万２千円、物件費は新型コロナウイルスワクチン

接種事業の皆減などにより前年度比２．５％減の３２億８，４０４万５千円となった。 

維持補修費は、橋りょう長寿命化修繕事業の増などにより前年度比５９．０％増の５億２，３１４万９千円とな

った。 

扶助費は、障害福祉サービス給付事業や民間保育所等児童入所事業の増などにより、前年度比１．４％

増の４９億６９１万８千円、補助費等は、大宮地方環境整備組合負担金の増などにより、前年度比１．７％増

の２４億８，７６８万９千円となった。 

公債費については、償還元金及び償還利子の減により前年度比１．１％減の２０億７，９１５万円となった。 

普通建設事業費については、四中学区コミュニティセンター整備事業、下菅谷地区街路整備事業（上菅

谷下菅谷線・下菅谷停車場線）、菅谷飯田線道路整備事業の増などにより、前年度比２２．８％増の２５億９，

８３５万３千円となった。主な内訳としては、四中学区コミュニティセンター整備事業が５億５，８８０万円、下菅

谷地区街路整備事業（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場線）が３億８，４９０万円、道路改良舗装事業が３億３

５６万９千円、下菅谷地区まちづくり事業が１億７，６８０万円、菅谷飯田線道路整備事業が１億６，４５０万円、

菅谷市毛線街路整備事業が１億３，５６０万円となった。 

繰出金については、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計（保険事業勘定）が減となる一方、後期

高齢者医療特別会計、後期高齢者医療費が増となったため前年度比１．１％増の１８億７，２５５万９千円と

なった。 

 

なお、令和５年度那珂市一般会計歳入歳出予算の詳細は、次のとおりである。 
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Ⅰ  歳  入  

 

1．市  税    73億2,461万3千円（前年度比  0.6％増） （P17～P18） 

 

（1）市民税   30億311万1千円（0.6％減） （P17） 

①個人市民税  

現年課税分で26億9,636万円（0.5％増）、滞納繰越分で2,031万1千円（30.6％増）を計上した。 

②法人市民税  

物価高騰の影響による法人税割の減が見込まれるため、現年課税分で2億8,514万6千円（11.6

％減）、滞納繰越分で129万4千円（92.0％増）を計上した。 

 

（2）固定資産税   34億251万5千円（1.0％増） （P17） 

①純固定資産税  

土地はほぼ横ばい、家屋は新増築により増収、償却資産は量子科学技術研究開発機構那珂

核融合研究所のＪＴ-60ＳＡの減価償却による減収が見込まれるため、現年課税分は、土地が9億

6,374万円（1.1％増）、家屋が14億6,610万2千円（3.8％増）、償却資産が9億3,597万8千円（3.7

％減）で総額33億6,582万円（0.8％増）を計上した。滞納繰越分は3,049万8千円（25.1％増）を計

上した。 

②国有資産等所在市町村交付金  

国有資産及び県有資産に係る交付金として619万7千円（2.3％減）を計上した。 

 

（3）軽自動車税   2億201万3千円（3.4％増） （P17～P18） 

登録台数等の動向を考慮して、環境性能割分で823万1千円（11.2％増）、現年課税分で1億

9,057万3千円（2.9％増）、滞納繰越分で320万9千円（13.4％増）を計上した。 

 

（4）市たばこ税    4億63万4千円（3.1％増） （P18） 

過去5年間の売上本数の平均伸び率を考慮して、4億63万4千円（3.1％増）を計上した。 

 

（5）都市計画税   3億1,634万円（2.8％増） （P18） 

土地はほぼ横ばい、家屋の新増築により増収が見込まれるため、現年課税分は、土地が1億

3,799万7千円（0.3％増）、家屋が1億7,551万2千円（4.5％増）で総額3億1,350万9千円（2.6％増）

を計上した。滞納繰越分は283万1千円（23.7％増）を計上した。 

 

2．地方譲与税     2 億 7,680 万 1 千円（5.9％減） （P19） 
 

（1）地方揮発油譲与税    7,070万1千円（3.3％増） （P19） 

地方道路譲与税法の一部改正により、道路特定財源を平成21年度から一般財源化することとな

り、地方道路譲与税の名称が地方揮発油譲与税に改められた。 

地方揮発油税の収入額に相当する額が、都道府県・指定市（58/100）及び市町村（42/100）に対

して譲与される。その2分の1は市町村道の延長で、残りの2分の1は市町村道の面積で按分して譲

与される。前年度の決算見込額、地方財政対策の状況等を考慮して計上した。  
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（2）自動車重量譲与税    1億9,700万円（9.1％減） （P19） 

自動車重量譲与税法の一部改正により、平成21年度から自動車重量譲与税の使途制限を廃止

した。また、譲与割合については、令和4年4月1日から当分の間、1000分の431としている。 

自動車重量税の収入額の1000分の431に相当する額が市町村に対して譲与される。その2分の1

は市町村道の延長で、残りの2分の1は市町村道の面積で按分して譲与される。前年度の決算見込

額、地方財政対策の状況等を考慮して計上した。 

 

（3）森林環境譲与税    910万円（0.4％減） （P19） 

森林環境譲与税は、パリ協定の枠組みの下における我が国の温室効果ガス排出削減目標の達

成や災害防止等を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する視点から創設さ

れた。森林環境税は令和6年度から年額1,000円が課税される。 

譲与割合は譲与額500億円中市町村に対して25分の22に相当する額が譲与され、その10分の5

が私有林人工林面積で、10分の2が林業就業者数で、10分の3が人口で按分され譲与される。県全

体に占める当市の割合を本県への総譲与見込額に乗じて算出し計上した。  

 

3．利子割交付金     309万4千円（19.3％減） （P19） 

 

預貯金の利子等に課税される県民税利子割について、利子割額の事務費を控除した額の5分の3

に相当する額が、市町村に対して、当該市町村に係る個人県民税の額で按分して交付される。令和

元年度～令和3年度の3年間に那珂市において納付された個人県民税について、県全体に占める当

市の割合（3か年平均）を令和5年度利子割交付金県予算額に乗じて算出した結果、前年度より減額

して計上した。 

 

4．配当割交付金     4,226万円（61.8％増） （P19） 
 

一定の上場株式等の配当に課税される県民税配当割について、配当割額の事務費を控除した額

の5分の3に相当する額が、市町村に対して、当該市町村に係る個人県民税の額で按分して交付され

る。令和元年度～令和3年度の3年間に那珂市において納付された個人県民税について、県全体に

占める当市の割合（3か年平均）を令和5年度配当割交付金県予算額に乗じて算出した結果、前年度

より増額して計上した。 

 

5．株式等譲渡所得割交付金     2,780万8千円（27.2％減） （P19） 
 

一定の上場株式等の譲渡益に課税される県民税株式等譲渡所得割について、株式等譲渡所得割

額の事務費を控除した額の5分の3に相当する額が、市町村に対して、当該市町村に係る個人県民税

の額で按分して交付される。令和元年度～令和3年度の3年間に那珂市において納付された個人県民

税について、県全体に占める当市の割合（3か年平均）を令和5年度株式等譲渡所得割交付金県予算

額に乗じて算出した結果、前年度より増額して計上した。 
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6．法人事業税交付金     1億2,145万4千円（42.5％増） （P19～P20） 
 

地方法人特別税・譲与税廃止に伴う市町村分の法人住民税法人税割の減収分の補てん措置とし

て、都道府県の法人事業税額収入金の100分の7.7（市町村分の法人住民税法人税割の引下げ相当

分）が市町村に対して交付される。県の法人事業税額の収入額に交付率を乗じたものを、県内市町村

の従業者数で按分して那珂市分を算出し計上した。 

 

7．地方消費税交付金     12億7,858万4千円（10.0％増） （P20） 
 

地方消費税は、当面の措置として国が課税し県に払い込んでおり、徴収取扱費等の清算後、2分の

1に相当する額が市町村に対して交付される。平成26年4月に消費税率が5％から8％に引き上げられ

たことに伴い、地方消費税も1％から1.7％に引き上げられた。引き上げ分の地方消費税に係る分につ

いては、全額社会保障財源化されることから、その全額を市町村の国勢調査人口で按分して交付され

る。また、引上げ前分については、その2分の1は市町村の国勢調査人口で、残りの2分の1は市町村の

事業所従業者数で按分される。 

なお、令和元年10月から消費税率が8％から10％に引き上げられたことに伴い、地方消費税も1.7％

から2.2％（軽減税率が適用される品目の場合は1.76％）に引き上げられた。本年度については、県全

体に占める当市の割合を令和5年度地方消費税交付金県予算額に乗じて算出した結果、前年度より

増額して計上した。 

 

8．ゴルフ場利用税交付金     164万2千円（8.7％増） （P20） 
 

ゴルフ場が所在する市町村に対し、県が収納したゴルフ場利用税額の10分の7に相当する額が交付

される。前年度の決算見込額等を考慮して計上した。 

 

9．環境性能割交付金     1,792万4千円（46.8％減） （P20） 

 

自動車税環境性能割収入額の40.85％に相当する額を、市町村道の延長及び面積で按分して交

付される。令和元年10月に自動車取得税に代わり、自動車環境性能割が創設されたことに伴い創設さ

れた。前年度の決算見込額及び地方財政対策の状況等を考慮して計上した。  

 

10．地方特例交付金     6,802万4千円（20.3％増） （P20） 

 

（1）地方特例交付金    6,802万3千円（20.3％増） （P20） 

個人の市町村民税の住宅借入金等特別税額控除による減収見込額が個人住民税減収補填特例

交付金として交付される。前年度の決算見込額、地方財政対策の状況等を考慮して計上した。 

 

（2）新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金   1千円（前年同） （P20） 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも新規に設備投資を行う中小事業者等を支援する観

点から、令和4年度までの特例措置として償却資産に係る固定資産税の軽減が適用される。この措置

に伴う減収分について、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金により交付される

- 6 -



 

 

ものである。形式予算として１千円を計上した。 

 

11．地方交付税     39億20万円（11.4％増） （P21） 
 

普通地方交付税は37億円（12.1％増）、特別地方交付税は2億円（前年同）を見込んだ。普通地方

交付税については、国の地方財政計画においても交付税総額で前年度を上回る額が確保されている

こと、また、過去の収入実績等を考慮し、前年度より増額して計上した。特別交付税については、過去

の収入実績等を考慮し、前年同額を計上した。また、東日本大震災からの復旧・復興事業に係る震災

復興特別交付税については、地方税法の規定による地方税の減収補てん額から算出して見込んだ。 

なお、令和5年度の国の地方交付税の総額は18兆3,611億円となっており、前年度に比べ3,073億

円（1.7％）の増額となっている。 

 

12．交通安全対策特別交付金     585万4千円（6.3％減） （P21） 
 

交通反則金を財源として、交通安全施設の設置及び管理に要する経費に充てるため交付される。

前年度の決算見込額を考慮して計上した。 

 

13．分担金及び負担金     1億7,968万7千円（3.7％減） （P21） 

 

民生費負担金で、市立保育所児童運営費徴収金1,719万6千円（2.4％減）、民間保育所児童運営

費徴収金8,601万5千円（5.9％減）、一時保育サービス費徴収金60万円（58.3％減）、学童保育費徴

収金4,142万1千円（1.8％増）等を計上した。 

 

14．使用料及び手数料     1億5,018万9千円（1.5％減）  （P22～P23） 

 

（1）使用料   1億1,881万6千円（0.4％減） （P22） 

総務使用料で、瓜連支所使用料483万5千円（前年同）、商工使用料で、静峰ふるさと公園駐車

場使用料324万円（前年同）、土木使用料で、市営住宅使用料6,688万円（1.1％増）、教育使用料

で、総合公園使用料1,000万4千円（9.4％減）、瓜連体育館使用料116万7千円（1.4％減）等を計上

した。 

 

（2）手数料   3,137万3千円（5.2％減） （P23） 

総務手数料で、戸籍全部個人事項証明・戸籍謄抄本証明手数料339万3千円（16.6％減）、住民

票の写し手数料735万2千円（6.7％減）、印鑑証明手数料590万円（8.6％減）、衛生手数料で、狂

犬病予防注射済票等手数料102万7千円（0.3％増）、土木手数料で、開発許可申請等手数料190

万円（11.8％増）等を計上した。 

 

15．国庫支出金     35億6,165万7千円（6.2％減） （P23～P26） 

 

（1）国庫負担金   23億8,673万2千円（4.1％減） （P23～P24） 

民生費国庫負担金で、特別障害者手当等負担金2,004万1千円（3.8％増）、障害福祉サービス
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給付事業負担金5億6,485万7千円（6.4％増）、障害児入所給付費等給付事業負担金1億4,583万

5千円（5.8％増）、生活困窮者自立支援事業負担金635万3千円（52.6％減）、民間保育所児童運

営費負担金6億3,258万3千円（0.4％増）、児童手当関係負担金5億1,900万円（0.9％減）、児童扶

養手当負担金5,541万6千円（2.8％減）、国民健康保険制度の保険基盤安定負担金4,853万7千円

（0.8％増）、生活保護費負担金3億3,709万3千円（8.8％減）等を計上した。 

  

（2）国庫補助金   11億5,701万3千円（10.5％減） （P24～P26） 

総務費国庫補助金で、個人番号カード交付事務費3,214万3千円（104.0％増）、地方創生推進

交付金2,394万5千円（25.9％減）、民生費国庫補助金で、重層的支援体制整備事業補助金9,634

万7千円（666.4％増）、地域子ども・子育て支援事業補助金6,666万円（7.9％減）、土木費国庫補

助金で、社会資本整備総合交付金（狭あい道路）5,250万円（41.9％増）、社会資本整備総合交付

金（橋梁長寿命化）1億3,700万円（384.6％増）、防災・安全社会資本整備交付金（菅谷市毛線）

3,080万円（82.2％減）、防災・安全社会資本整備交付金（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場線）1億

9,690万円（70.5％増）、防災・安全社会資本整備交付金（菅谷飯田線）8,965万円（1064.3％増）、

都市構造再編集中支援事業（都市機能誘導区域）補助金1億8,722万円（8.4％減）、都市構造再

編集中支援事業（居住誘導区域）補助金4,779万円（10.6％増）等を計上した。 

 

（3）委託金   1,791万2千円（11.9％増） （P26） 

総務費委託金で、中長期在留者住居地届出等事務委託金25万3千円（22.8％増）、民生費委託

金で、基礎年金等事務委託金1,567万9千円（13.3％増）、土木費委託金で、樋管等操作委託料

176万円（3.5％増）等を計上した。 

 

16．県支出金     17億6,551万1千円（0.2％減） （P26～P29） 

 

（1）県負担金   10億7,560万6千円（1.4％増） （P26～P27） 

民生費県負担金で、障害福祉サービス給付事業負担金2億8,242万8千円（6.4％増）、障害児入

所給付費等給付事業負担金7,291万7千円（5.8％増）、民間保育所児童運営費負担金3億438万6

千円（0.1％減）、児童手当関係負担金1億1,400万円（0.7％減）、国民健康保険制度の保険基盤

安定負担金1億4,818万3千円（6.9％減）、後期高齢者医療制度の保険基盤安定負担金1億1,777

万6千円（3.6％増）等を計上した。 

 

（2）県補助金   5億9,485万5千円（4.4％増） （P27～P29） 

総務費県補助金で、新市町村づくり支援事業補助金4,618万5千円（0.2％減）、民生費県補助金

で、地域生活支援事業補助金1,235万1千円（53.0％減）、重度訪問介護等給付事業補助金4,394

万1千円（3.2％増）、地域医療介護総合確保基金事業補助金4,115万1千円（前年同）、医療福祉

医療費補助金1億4,720万1千円（前年同）、地域子ども・子育て支援事業補助金6,666万円（1.3％

減）、多子世帯保育料軽減事業補助金1,511万7千円（13.9％増）、重層的支援体制整備事業

3,815万1千円（皆増）、衛生費県補助金で、合併処理浄化槽設置整備事業補助金2,141万6千円

（50.0％増）、農林水産業費県補助金で、多面的機能支払交付金2,841万8千円（0.8％減）を計上

したほか、電源立地地域対策補助金3,150万円（前年同）、原子力地域振興事業補助金2,900万円

（3.6％増）等を計上した。 
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（3）委託金   9,505万円（31.4％減） （P29） 

総務費委託金で、県民税徴収事務委託金8,789万9千円（0.8％増）、住宅・土地統計調査委託

金370万3千円（皆増）等を計上した。 

 

17．財産収入     933万2千円（20.4％増） （P30） 
 

（1）財産運用収入    932万8千円（20.4％増） （P30） 

財産貸付収入867万7千円（21.7％増）、利子及び配当金65万1千円（5.0％増）を計上した。 

 

（2）財産売払収入    4千円（前年同） （P30） 

形式予算  

 

18．寄 付 金    1億2,600万2千円（26.0％増） （Ｐ30～Ｐ31） 

 

前年度決算見込額を踏まえ、ふるさとづくり寄付金1億2,000万円（20.0％増）、企業版ふるさと納税

600万円（599900.0％増）等を計上した。 

 

19．繰 入 金    13億4,311万5千円（27.2％増） （P31） 

 

財源不足を補うため、財政調整基金から6億円（前年同）、減債基金から5億円（51.5％増）、学校施

設整備等基金から2,700万円（皆増）、生涯学習基金から1,500万円（皆増）、地域振興基金から1,200

万円（皆増）、ふるさとづくり基金から200万円（皆増）、公共施設整備基金から1億1,000万円（17.0％

増）、コミュニティセンター等整備基金から2,000万9千円（皆増）、市民活動基金から3,200万円（128.6

％増）、森林環境譲与基金から100万円（皆増）を計上した。また、他会計繰入金として、公園墓地事

業特別会計から580万円（前年同）、介護保険特別会計から1,830万5千円（1830400.0％増）等を計上

した。 

 

20．繰 越 金    2億5,000万円（前年同） （P31） 

 

前年度の決算見込額を考慮して計上した。 

 

21．諸 収 入    4億2,304万9千円（0.7％減） （P31～Ｐ33） 

 

（1）延滞金加算金及び過料    1,100万1千円（21.4％減） （P31） 

諸税延滞金等を計上した。 

 

（2）市預金利子   2万円（前年同） （P31～P32） 

市の歳計現金に係る預金利子を計上した。 

 

（3）貸付金元利収入    1,437万9千円（12.7％減） （P32） 

高額療養費貸付金元金400万円（前年同）、自治金融資金預託元金900万円（18.2％減）等を計
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上した。 

 

（4）雑入   3億9,764万9千円（0.5％増） （P32～P33） 

小学校給食費徴収金1億3,188万3千円（1.7％減）、中学校給食費徴収金7,591万5千円（1.0％

減）、幼稚園給食費徴収金333万9千円（9.6％増）、高額療養費返納金3,700万円（前年同）、可燃

ごみ指定袋代等3,761万4千円（5.4％増）、スポーツ教室参加料1,354万7千円（24.5％減）、デジタ

ル基盤改革支援事業（標準化・共通化）1,076万9千円（皆増）等を計上した。 

 

22.市  債    17億4,320万円（8.0％増） （P34） 

 

総務債で、四中学区コミュニティセンター整備事業債（合併特例事業）3億2,140万円（65.2％増）、

ふれあいセンターよこぼり空調設備改修事業債1,010万円（皆増）、本庁舎設備改修事業債5,860万円

（皆増）、民生債で、災害援護資金貸付金債350万円（前年同）、農林水産業債で、農業生産基盤整

備事業債3,900万円（293.9％増）、土木債で、市道整備事業債（合併特例事業）1億6,630万円（6.0％

減）、市道安全対策事業債7,630万円（4.0％減）、橋りょう長寿命化修繕事業債8,790万円（845.2％

増）、冠水対策推進事業債（合併特例事業）4,400万円（82.6％増）、菅谷市毛線街路整備事業債

9,330万円（41.4％減）、下菅谷地区まちづくり市道整備事業債（合併特例事業）1億2,210万円（130.4

％増）、菅谷飯田線道路整備事業債7,330万円（皆増）、下菅谷地区街路整備事業債1億8,110万円

（56.8％増）、消防債で、消防団車両整備事業債2,340万円（8.9％減）、常備消防車両整備事業債

4,160万円（15.9％増）、消防本部庁舎改修事業債890万円（53.2％減）、教育債で、給食センター施

設整備事業債4,270万円（112.4％増）、総合公園施設改修事業債1億330万円（皆増）、歴史民俗資

料館改修事業債4,640万円（皆増）を計上したほか、地方交付税の不足に対処するための臨時財政対

策債（赤字地方債）2億円（66.5％減）を計上した。 

 
なお、令和5年度の国の地方債計画における総額は9兆4,981億円となり、前年度に比べて6,818億

円（6.7％）の減となっている。 
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Ⅱ  歳  出  

 

1．議 会 費    2億407万9千円（前年度比 3.2％増） （P35～P36） 

 

（1）議会費   2億407万9千円（3.2％増） （P35～P36） 

①議会費   2億407万9千円（3.2％増） （P35～P36） 

議員人件費に1億4,195万5千円、議会事務局の職員人件費に4,397万1千円、会議録作成委

託料など議会運営費に1,307万5千円、議員研修事業に370万9千円等を計上した。 

 

2．総 務 費    32億6,986万1千円（8.6％増） （P37～P72） 

 

（1）総務管理費   27億7,538万3千円（11.6％増） （P37～P62） 

①一般管理費   11億4,172万1千円（0.9％減） （P37～P39） 

市長及び副市長の人件費に3,066万1千円、秘書広聴課、政策企画課、総務課、財政課、管財

課、市民協働課、防災課、会計課及び再任用職員、会計年度任用職員の職員人件費に10億

7,569万4千円、住民に配布する文書の郵送料など文書管理事業に1,063万7千円、政治倫理確

立のため必要な事項の調査、審査等を行う政治倫理審査会事業に13万円、行政処分等に対して

審査請求が提出された際の諮問機関を設置する行政不服審査会事業に12万8千円等を計上し

た。 

②秘書広報広聴費    2,712万7千円（0.7％増） （P39～P42） 

市長交際費や県市長会負担金など秘書広聴事務費に529万7千円、市シティプロモーション指

針に基づく効果的な情報発信を推進するシティプロモーション推進事業に925万6千円、広報なか

の印刷製本費など広報事業に864万2千円、那珂ふるさと大使設置事業に57万8千円等を計上し

た。 

③財政管理費   1,353万2千円（0.7％増） （P42～P43） 

予算書及び決算書の印刷製本費や補助金等審議会委員に対する報償金など財政事務費に

238万1千円、財務会計システム等の利用料など財務会計システム管理事業に1,115万1千円を計

上した。 

④会計管理費   873万9千円（44.9％増） （P43） 

口座振替事務処理手数料や口座振替を迅速に金融機関へ依頼するための口座振替集中サー

ビス経費など会計事務費に873万9千円を計上した。 

⑤財産管理費   2億2,037万円（72.1％増） （P43～P45） 

公用車の燃料費や借上料、市有地の除草委託料など財産管理事務費に4,397万1千円、電話

料や電話交換業務委託料、印刷機借上料など管財事務費に2,052万4千円、本庁舎の光熱水費

や修繕料、各種設備保守点検手数料、施設清掃、施設警備及び緑化管理委託料など庁舎管理

事業に1億5,532万4千円、感染症拡大防止に係る消耗品費など本庁舎等感染症対策事業に55

万1千円を計上した。 

⑥企画費   4億596万6千円（2.9％増） （P45～P50） 

住民基本台帳や税務などの業務系システム管理事業に1億1,892万6千円、イントラネットシステ

ム保守管理や各ソフトウェアの更新に係る経費、電算機器の購入費などの情報系システム管理事

業に1億4千円、日常生活の交通手段に不便をきたしている方の地域公共交通として実施するデ

マンド交通運行事業に3,639万4千円、子育て世帯等の定住促進を図るため、市内に新たに住宅

を取得する費用の一部を助成するいい那珂暮らし応援子育て世帯住宅取得助成事業に2,400万

円、移住定住にかかる窓口相談業務、移住体験ツアー、テレワーク・サテライトオフィスを推進する
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いい那珂暮らし促進事業に2,303万6千円、三大都市圏等都会の住民を受入れ、地域の活性化に

資する「地域協力活動」に従事してもらう地域おこし協力隊の支援を行う、いい那珂協力隊推進事

業に1,332万9千円、那珂市における自転車活用による地域活性化等に向けた取組を総合的・計

画的に進め、サイクルツーリズム等を推進するいい那珂サイクルプロジェクト推進事業に204万9千

円等を、加えて新たに、デジタル行政及び地域DXの推進に取り組むCIO補佐官業務委託に係る

経費やRPA及びビジネスチャットツールの導入による業務の効率化を図るDX推進事業に3,021万4

千円、国が定める標準仕様に適合した情報システムへの移行を推進する自治体情報システム標

準化推進事業に1,076万9千円、地域脱炭素ビジョンを策定する再生可能エネルギー導入調査事

業に2,500万円を計上した。 

⑦コミュニティ費   7億8,263万円（29.0％増） （P50～P57） 

自治会及び地区まちづくり委員会の活動に対し財政的な支援を行い協働のまちづくりを推進す

る市民自治組織支援事業に1億597万3千円、市民活動支援事業補助により市民と市が協働で取

り組む事業の拡大を図る市民活動支援事業に541万6千円、市民自治組織や市民活動団体の情

報交換の場の確保及び市民活動等における相談窓口の開設や情報提供を行う市民活動支援セ

ンター運営事業に380万円、コミュニティセンターの建設等を行う四中学区コミュニティセンター整

備事業に5億5,880万円等を計上した。 

また、各コミュニティセンターの光熱水費や各種設備保守点検手数料、施設清掃及び施設警備

委託料などのふれあいセンターよしの管理事業に980万円、ふれあいセンターよこぼり管理事業に

2,573万3千円、ふれあいセンターごだい管理事業に1,485万1千円、らぽーる管理事業に3,172万3

千円等を計上した。 

⑧男女共同参画推進費    43万8千円（33.0％減） （P57） 

男女共同参画社会の実現のため、市男女共同参画プランに基づく啓発事業や女性団体に対

する補助金など、男女共同参画推進事業に43万8千円を計上した。 

⑨国際・市民交流費   356万2千円（10.8％増） （P57） 

姉妹都市交流をはじめ、各種交流事業を行う国際交流推進事業に327万5千円、秋田県横手

市との交流活動の支援等を行う友好都市交流事業に28万7千円を計上した。 

⑩交通安全対策費    266万円（13.6％減） （P57～P58） 

交通安全教室開催や交通事故防止の啓発活動を行う交通安全推進事業に161万円、那珂地

区交通安全協会などに対して補助を行う各種団体補助事業に105万円を計上した。 

⑪原子力対策費   426万7千円（58.6％減） （P58～P59） 

原子力防災資機材等の保管管理及び広域避難計画策定に係る事業を行う原子力防災事務

費に243万6千円、原子力施設の見学会等を行う原子力広報調査対策事業に149万8千円等を計

上した。 

⑫支所費   5,517万7千円（22.4％増） （P59～P60） 

瓜連支所の職員人件費に3,040万9千円、支所庁舎の光熱水費や修繕料、各種設備保守点検

手数料、施設清掃及び施設警備委託料など支所庁舎管理事業に2,463万9千円等を計上した。 

⑬財政調整基金費    1,024万円（25.3％減） （P60～P61） 

財政調整基金や減債基金、公共施設整備基金などへ積立てを行う基金積立事業に1,024万円

を計上した。 

⑭諸費   9,895万4千円（18.4％増） （P61～P62） 

自治会に対し、防犯灯の設置及びLED化更新費用を補助するなどの防犯事業に665万6千円、

市税等の過誤納に対する還付金として2,000万円、ふるさとづくり寄付に対し謝礼品を贈るふるさと

寄付金「ふるさとの便り」事業に6,813万4千円等を計上した。 

 

（2）徴税費   2億8,106万2千円（1.0％減） （P62～P64） 

①税務総務費   2億668万3千円（8.6％増） （P62～P63） 

税務課及び収納課の職員人件費に2億254万9千円、地方税共同機構負担金など税務総務事
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務費に402万8千円等を計上した。 

②賦課徴収費   7,437万9千円（20.4％減） （P63～P64） 

課税に必要な地籍図加除修正委託料など賦課事務費に2,471万6千円、茨城租税債権管理機

構負担金など徴収事務費に1,890万5千円、令和6年度固定資産税評価替に向けた土地・家屋の

異動処理及び価格形成要因資料等の収集整理を行う固定資産課税台帳整備事業に3,075万8

千円を計上した。 

 

（3）戸籍住民基本台帳費    1億4,396万1千円（11.2％増） （P65～P67） 

①戸籍住民基本台帳費    1億4,390万9千円（11.2％増） （P65～P66） 

市民課の職員人件費に8,777万1千円、窓口キャッシュレス決済手数料や戸籍システムの改修

費など戸籍住民基本台帳事務費に1,730万2千円、社会保障・税番号制度に伴い個人番号カード

の交付等を行う個人番号カード交付等事業に3,217万9千円、個人番号カードを活用してコンビニ

で証明書等を発行する証明書コンビニ交付事業に665万7千円を計上した。 

②一般旅券発給費    5万2千円（40.2％減） （P66～P67） 

旅券申請の受付と交付を行う旅券事務費に5万2千円を計上した。 

 

（4）選挙費   4,953万2千円（45.4％減） （P67～P69） 

①選挙管理委員会費   989万8千円（6.7％増） （P67） 

選挙管理委員会事務局の職員人件費に945万7千円、選挙管理委員設置事業に27万6千円等

を計上した。 

②選挙啓発費   19万9千円（前年同） （P67～P68） 

選挙啓発用の消耗品費など選挙啓発事業に19万9千円を計上した。 

③那珂市議会議員一般選挙費   3,943万5千円（皆増） （P68） 

令和6年3月9日任期満了に伴う那珂市議会議員一般選挙費に3,943万5千円を計上した。 

 

（5）統計調査費   967万1千円（13.7％増） （P69～P70） 

①統計調査総務費    590万9千円（19.5％減） （P69～P70） 

政策企画課政策企画グループ（統計調査担当）の職員人件費に548万7千円、市統計調査員

会に対して補助を行う団体補助事業に29万円等を計上した。 

②各種統計調査費    376万2千円（223.8％増） （P70） 

学校基本調査費に1万5千円、常住人口調査費に3万3千円、住宅・土地統計調査費に370万4

千円等を計上した。 

 

（6）監査委員費   998万5千円（1.3％増） （P71） 

①監査委員費   998万5千円（1.3％増） （P71） 

監査委員事務局の職員人件費に923万円、監査委員設置事業に75万5千円を計上した。 

 

（7）災害復旧費   26万7千円（42.6％減） （P71～P72） 

①過年度災害復旧費   26万7千円（42.6％減） （P71～P72） 

東京電力福島第一原子力発電所の事故に対応し住民の不安解消に努める原子力被害対策

事業に26万7千円を計上した。 

 

3．民 生 費    81億9,441万5千円（1.6％増） （P72～P90） 

 

（1）社会福祉費   46億7,201万7千円（4.5％増） （P72～P81） 

①社会福祉総務費    8億4,459万4千円（1.1％増） （P72～P74） 

- 13 -



 

 

社会福祉課、こども課、介護長寿課、保険課及びこども発達相談センターの職員人件費に3億

8,589万円、市連合民生委員児童委員協議会や市社会福祉協議会などに対して補助を行う各種

団体補助事業に5,789万3千円、国民健康保険特別会計繰出金に3億7,348万4千円、被災した市

民に対し災害援護資金の貸付を行う災害援護資金貸付事業に350万円、重層的なセーフティネッ

トを構築するため、属性を問わない相談及び支援を一体的に実施する支援体制を整備する包括

的支援体制整備事業に1,713万6千円等を計上した。 

②高齢福祉費   1億7,913万2千円（63.7％増） （P74～P76） 

市単位高齢者クラブや市シルバー人材センターなどに対して補助を行う各種団体補助事業に

881万9千円、65歳以上で環境上の理由及び経済的理由により居宅において生活が困難な高齢

者を養護老人ホーム等に措置する老人保護措置事業に7,538万1千円、地区敬老行事の開催補

助等を行う敬老事業に1,636万5千円、第10期高齢者福祉計画及び第9期介護保険事業計画を

策定する高齢者保健福祉計画推進事業に266万2千円、ひとり暮らし高齢者や虚弱な高齢者のみ

の世帯に消防本部へ通報するシステムを設置するひとり暮らし高齢者等緊急通報システム事業に

382万4千円等を、加えて新たに、高齢者の包括的支援や生きがいと健康づくりの推進等に取り組

む高齢者日常生活支援等推進事業に7,158万１千円を計上した。 

③障害福祉費   16億7,196万円（5.7％増） （P76～P78） 

障がい者（児）が地域で生活できるようサービスの給付を行う障害福祉サービス給付事業に15億

171万1千円、障がい者（児）が住み慣れた地域で自立した生活できるよう支援を行う地域生活支

援事業に1億1,325万8千円、精神又は身体に著しく重度の障がいがあるため、日常生活において

常時特別の介護を必要とする在宅の障がい者(20歳以上)又は障がい児（20歳未満）に手当を支

給する特別障害者手当支給事業に2,672万2千円、日常生活で介護を必要とする在宅の心身障

がい者（児）の介護者に手当を支給する在宅心身障害者（児）福祉手当支給事業に808万円、指

定難病者の経済的負担を軽減するため手当を支給する難病患者福祉手当支給事業に640万5千

円、障がいを理由とする差別に関する相談や紛争防止等を図る障がい者差別相談室設置のため

障害者差別解消推進事業に404万5千円等を計上した。 

④国民年金費   29万4千円（1.4％増） （P78～P79） 

国民年金の諸届受付等の事務を行う国民年金事務費に29万4千円を計上した。 

⑤後期高齢者医療費   8億3,820万8千円（5.3％増） （P79～P80） 

75歳以上の後期高齢者の療養給付費を負担する後期高齢者医療費に6億2,324万9千円、後

期高齢者医療特別会計繰出金に1億5,889万3千円、後期高齢者の保健事業と介護予防を一体

的に実施する高齢者健康づくり推進事業に600万5千円等を計上した。 

⑥医療福祉費   3億7,534万6千円（1.6％減） （P80） 

妊産婦、小児、母子家庭の母子、父子家庭の父子及び重度心身障がい者等の医療費の一部

を助成する医療福祉扶助事業に3億6,512万円等を計上した。 

⑦高額療養費貸付金   400万円（前年同） （P80） 

高額な医療費の支払いが困難な者に対して、後に支払われる高額療養費の9割を限度として貸

付を行う高額療養費貸付事業に400万円を計上した。 

⑧介護保険費   7億5,808万3千円（0.4％減） （P80～P81） 

介護保険特別会計（保険事業勘定）繰出金に7億1,693万1千円、認知症高齢者グループホー

ム整備に補助を行う介護施設等整備事業に4,115万1千円等を計上した。 

⑨出産費資金貸付金   40万円（19.0％増） （P81） 

出産費用の支払いが困難な者に貸付を行う出産費資金貸付事業に40万円を計上した。 

なお、出産育児一時金は平成21年10月から医療機関に対して原則として直接支払うこととされ

ており、ほとんどの場合は出産費用から出産育児一時金相当額を控除して医療機関に支払うこと

になっている。しかし、医療機関において出産費用の支払いを求められたことにより貸付の希望が

あった場合に対応するため、引き続き出産費資金貸付事業を実施する。 
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（2）児童福祉費   29億7,765万4千円（1.7％減） （P81～P90） 

①児童福祉総務費    2億1,162万9千円（12.6％増） （P81～P84） 

就労等により昼間保護者のいない児童等の安全確保と育成指導を行う学童保育事業に1億

6,929万1千円、配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき

児童、またＤＶ等により保護の必要な母子を入所させて、自立の促進のためにその生活を支援する

児童入所施設措置事業に1,134万4千円、母子・父子自立支援員を配置し、求職活動などの相談

及び指導を行う母子・父子自立支援事業に418万7千円、8年生（中学校2年生）を対象としたライフ

プラン教育と少子化対策として結婚相談やふれあいパーティーを開催するライフデザインサポート

事業に258万2千円、保育所、学童保育所等の新型コロナウィルス感染症対策に要する消耗品及

び備品の購入を行い、民間保育施設等の感染症対策に係る経費を補助する保育所等感染症対

策事業に1,521万6千円、18歳未満の子どもとその家庭及び妊産婦等に対して福祉に関し必要な

支援を行う子ども家庭総合支援拠点運営事業に97万4千円、令和6年度の第3期那珂市子ども・

子育て支援事業計画の策定に向け、ニーズ調査を実施する子ども子育て支援計画推進事業に

405万5千円等を計上した。 

②児童措置費   24億8,146万2千円（3.4％減） （P84～P85） 

中学校修了前までの児童生徒を養育している保護者等に対し児童手当を支給する児童手当

支給事業に7億4,700万円、子ども・子育て支援新制度に基づき要保育児童等の保育・教育を民

間施設（保育所・幼稚園・認定こども園）で実施する民間保育所等児童入所事業に14億1,252万3

千円、民間施設（保育所・幼稚園・認定こども園）における保育体制の充実を図るために支援を行

う民間保育所等支援事業に1億30万8千円、父又は母と生計を同じくしていない児童を養育してい

る父母や養育者に手当を支給する児童扶養手当支給事業に1億6,651万円、病気又は回復期の

子どもの一時保育を実施した施設に対し補助金を交付する病児保育補助事業に2,474万3千円、

特定教育・保育給付の対象外である幼児期の教育及び保育を行う施設等の利用に関する給付を

実施する子育てのための施設等利用給付事業に2,497万8千円、産休育休に伴い不足する保育

士を一時的に確保する民間保育施設が代替の保育士の派遣を受けることに要した経費の一部を

補助する保育士就労支援事業に540万円を計上した。 

③保育所費   2億8,243万3千円（4.5％増） （P85～P89） 

保育所の職員人件費に2億484万9千円、乳幼児等に対する賄材料費など菅谷保育所運営事

業に4,686万7千円、子育て相談や親子の遊び、フレンドリー保育等を通して子育て支援拠点の充

実を図る子育て支援センター事業に1,609万6千円等を計上した。 

④発達相談センター費   213万円（12.8％減） （P89） 

発達が気になる子と悩みや不安を抱えるその保護者、また、関係者への支援のため、相談及び

療育等を行うこども発達相談センター運営事業に213万円を計上した。 

  

（3）生活保護費   5億4,474万4千円（4.0％減） （P90～P91） 

①生活保護総務費    9,128万6千円（28.7％増） （P90～P91） 

社会福祉課生活福祉グループ（生活保護担当）の職員人件費に4,402万6千円、生活保護電算

システム等の保守手数料や借上料など生活保護総務事務費に1,307万円、生活困窮者に対する

自立支援事業の実施や住居確保給付金を支給する生活困窮者自立支援事業に3,419万円を計

上した。 

②扶助費   4億5,345万8千円（8.7％減） （P91） 

生活に現に困窮している人に対し、生活扶助費、医療扶助費及び住宅扶助費等を支給する生

活保護扶助費に4億5,345万8千円を計上した。 
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4．衛 生 費    14億6,690万9千円（15.4％減） （P92～P101） 

 

（1）保健衛生費   7億2,257万2千円（34.1％減） （P92～P100） 

①保健衛生総務費    2億9,903万1千円（14.6％減） （P92～P93） 

健康推進課及び環境課の職員人件費に2億2,974万9千円、日曜日、祝日及び年末年始等に

おける軽症の急病患者の医療を確保する休日診療委託事業に414万円、重症患者を休日及び夜

間においても受け入れる医療体制を確保する救急医療二次病院制運営事業に529万7千円、総

合保健福祉センターの指定管理委託料や空調設備の改修など総合保健福祉センター管理事業

に5,079万7千円等を計上した。 

②予防費   2億3,725万7千円（57.4％減） （P93～P96） 

感染症の発生やまん延を防ぐため、定期予防接種に加え妊娠を希望する女性及びその夫に対

する風しんワクチン等の費用の一部助成を行う予防接種事業に1億6,459万2千円、妊婦及び乳幼

児の疾病予防と異常の早期発見のため妊婦健診及び乳幼児健診の実施に加え産後の健康状態

確認のため産婦健診等を実施する母子健康診査・健康相談事業に4,316万4千円、妊活医療費

助成事業に250万円、風しんの患者数増加により風しん抗体検査及び予防接種を行う緊急風しん

抗体検査等事業に733万4千円、母子保健コーディネーター及び子育てコンシェルジュを配置し、

妊娠・出産・子育てに関する各種相談に応じ、支援プランの策定や医療又は福祉に関する機関と

の連絡調整を行う子育て世代包括支援センター事業に1,200万2千円等を計上した。 

③健康増進事業費    5,352万2千円（3.0％減） （P96～P98） 

肺がん、大腸がん等の5大がんの検診に関する受診率向上施策等を行うがん検診推進事業に

4,195万6千円、健康状態の把握、疾病の早期発見・早期治療につなげるための生活習慣病予防

健診等の基本健診、歯周病健診等を行う各種健診事業に716万3千円等を計上した。 

④環境衛生費   1億3,276万2千円（1.0％減） （P98～P100） 

家庭用小型合併処理浄化槽の設置者、単独浄化槽を撤去する者及び敷地内処理装置を設置

する者に補助を行う浄化槽設置補助事業に6,977万4千円、那珂聖苑の指定管理委託料や施設

の修繕など聖苑管理事業に5,880万4千円等を計上した。 

 

（2）清掃費   7億4,433万7千円（16.8％増） （P100～P101） 

①清掃総務費   6億2,398万円（20.7％増） （P100～P101） 

指定袋の作成や生ごみ処理機器の購入者に補助を行うごみ啓発等推進事業に2,862万3千円、

大宮地方環境整備組合負担金に5億9,466万3千円等を計上した。 

②一般廃棄物処理費   1億2,035万７千円（0.1％減） （P101） 

一般家庭から排出されるごみの収集及び運搬を行う家庭系可燃ごみ収集事業に1億1,748万円、

不法投棄廃棄物撤去事業に287万7千円を計上した。 

 

5．農林水産業費    8億2,232万円（4.3％増） （P101～P111） 

 

（1）農業費   8億2,112万6千円（4.1％増） （P101～P111） 

①農業委員会費    1,935万4千円（4.2％減） （P101～P102） 

農業委員設置事業に1,673万5千円、農業委員会の運営に要する経費として農業委員会事務

費に110万3千円、農業委員と農地利用最適化推進委員等で遊休農地の実態把握と発生防止・

解消と違反防止対策をする遊休農地対策事業に69万9千円、農地の地目、所有者等を正確に把

握し、農地・農政事務の情報化を推進する農地情報管理システム事業に70万4千円等を計上し

た。 
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②農業総務費   1億5,653万3千円（3.8％減） （P102～P103） 

農政課及び農業委員会事務局の職員人件費に1億5,578万4千円等を計上した。 

③農業振興費   6,082万5千円（9.0％増） （P103～P107） 

認定農業者が経営改善に取り組むための支援及び認定新規就農者の経営支援を行う担い手

育成支援事業に1,777万6千円、水稲における病害虫の共同防除や農作物の被害防止のためイノ

シシ捕獲等を行う農産物被害防除事業に647万8千円、静峰ふるさと公園の休憩施設及び農産物

等のPRの場であるしどりの里管理事業に609万1千円、那珂市アグリビジネス戦略を基に農業の収

益力向上及び担い手の育成支援を推進するアグリビジネス戦略推進事業に578万4千円、地域お

こし協力隊による新規就農活動及び新規就農者を呼び込むためのPR活動を行う新規就農協力隊

推進事業に1,060万8千円等を計上した。 

④畜産業費   46万9千円（35.7％減） （P107） 

家畜伝染病の検査や予防注射を実施して、家畜伝染病等の発生を防ぐ畜産振興事業に46万9

千円を計上した。 

⑤農地費   1億7,373万4千円（9.3％増） （P107～P109） 

農道、排水路、溜池など農業用施設の整備を行い、農業生産性の向上及び農業構造の改善を

図る土地改良基盤整備事業に9,565万3千円、茨城県土地改良事業団体連合会等への負担金の

ほか土地改良事業を推進する土地改良推進事業に4,389万3千円、国営那珂川沿岸農業水利事

業に係る負担金及び補助金など那珂川沿岸農業水利事業に1,021万3千円、土地改良区、水利

組合事業に対して補助を行う土地改良補助事業に609万4千円等を計上した。 

⑥地籍調査費   3,246万7千円（5.9％減） （P109～P110） 

地籍の明確化を図るため木崎地区地籍調査事業に3,032万5千円等を計上した。 

⑦集落排水整備費    3億1,193万9千円（6.9％増） （P110） 

下水道事業会計における農業集落排水整備に対する負担金及び補助金に3億1,193万9千円

を計上した。 

⑧経営所得安定対策費    6,580万5千円（3.1％増） （P110～P111） 

経営所得安定対策事務費に980万5千円、転作実施者への奨励費補助を行う経営所得安定対

策奨励補助事業に5,600万円を計上した。 

 

（2）林業費   119万4千円（541.9％増） （P111） 

①林業費   119万4千円（541.9％増） （P111） 

伐採跡地への人工造林や林業育苗業事業者の設備投資に対する支援及び緑の少年団（第三

中学校）に対して補助を行う林業振興事業に115万2千円等を計上した。 

 

6．商 工 費    2億9,005万8千円（13.9％減） （P111～P118） 

 

（1）商工費    2億 9,005万 8千円（13.9％減） （P111～P118） 

①商工総務費   9,247万4千円（6.9％減） （P111～P112） 

商工観光課の職員人件費に9,203万4千円等を計上した。 

②商工振興費   9,009万3千円（19.5％減） （P112～P114） 

自治・振興金融制度利用者に対して保証料の助成と利子補給を行う中小企業振興対策事業

に1,551万9千円、市商工会に対して補助を行う商工会補助事業に1,300万円、企業コーディネー

ターによる企業支援や創業支援を行ういぃ那珂オフィス創業支援事業に2,321万2千円、特産品ブ

ランド化事業に131万2千円、那珂IC周辺地域における道の駅整備に向けた測量・調査等を実施

する複合型交流拠点施設「道の駅」推進事業に1,861万7千円、長期的な視点に基づいた土地利

用の在り方や民間活力等を検討するため、民間企業へ需要調査を実施する企業立地促進事業に

640万4千円等を計上した。 
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③観光費   1億658万8千円（14.4％減） （P114～P118） 

ひまわりをテーマに住民参加型のイベントを実施するなかひまわりフェスティバル事業に1,493万

7千円、観光施設の適正な維持管理を行う静峰ふるさと公園管理事業に4,558万円、一の関溜池

公園管理事業に1,215万5千円、3年に1度開催される菅谷まつりの開催補助を行うまつり開催補助

事業に130万円、日本さくら名所100選に選ばれている静峰ふるさと公園でイベントを開催する八重

桜まつり事業に1,046万8千円、イルミネーションイベント等を行う静峰ふるさと公園魅力向上事業に

1,140万7千円等を計上した。 

④消費者行政推進費   90万3千円（18.2％減） （P118） 

消費者情報や知識の普及、専門相談員による消費者相談などを行う消費者行政推進事業に

90万3千円を計上した。 

 

7．土 木 費    28億6,849万6千円（15.3％増） （P118～P128） 

 

（1）道路橋りょう費    11億2,734万1千円（28.4％増） （P118～P122） 

①道路橋りょう総務費    1億5,677万9千円（7.2％増） （P118～P119） 

土木課の職員人件費に1億5,315万5千円等を計上した。 

②道路維持費   2億8,823万2千円（1.2％減） （P119～P121） 

市道の維持補修を行い、危険防止を図る道路維持補修事業に1億5,921万8千円、路面清掃、

路肩除草及び側溝の清掃を行う道路維持清掃事業に7,366万4千円、市道の維持管理に必要な

道路台帳や図画作成及び調査測量を行う道路管理事業に3,819万6千円、安心安全な交通環境

を確保する交通安全施設整備事業に1,352万2千円等を計上した。 

③道路新設改良費    4億3,286万9千円（11.4％増） （P121～P122） 

市道に認定している道路を対象に、自動車、自転車及び歩行者が安心して移動できる車道や

歩道の整備を行う道路改良舗装事業に3億356万9千円、市道335号線など市内の冠水する市道

において、安定した排水能力を確保し、台風や集中豪雨などの影響による冠水被害を減らすこと

で市民の安心安全な生活環境を守る冠水対策推進事業に1億2,930万円を計上した。 

④橋りょう維持費   2億4,946万1千円（382.9％増） （P122） 

橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、橋りょう修繕工事等を行う橋りょう長寿命化修繕事業に2億

4,946万1千円を計上した。 

 

（2）河川費   385万4千円（2.6％減） （P122～P123） 

①河川総務費   124万4千円（0.2％増） （P122～P123） 

那珂川及び久慈川の樋管操作を行う河川総務事務費に124万4千円を計上した。 

②河川維持費   261万円（3.9％減） （P123） 

排水ポンプの修繕等を行う河川維持事業に261万円を計上した。 

 

（3）都市計画費   16億4,182万6千円（8.3％増） （P123～P127） 

①都市計画総務費    1億5,479万3千円（3.1％減） （P123～P125） 

都市計画課の職員人件費に1億4,705万1千円、旧耐震基準で建築された住宅の耐震化を促

進させるために耐震診断、耐震改修工事及び危険ブロック塀等除去に対して補助を行う木造住宅

・ブロック塀等耐震化推進事業に307万5千円、空き家に関する相談会やリフォーム助成等を行う

空き家等対策事業に101万7千円等を計上した。 

②まちづくり事業費   1億7,680万円（72.7％増） （P125） 

良好な市街地の形成に向けた整備を行うため、下菅谷地区まちづくり事業に1億7,680万円を計

上した。 
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③街路整備費   6億8,500万円（13.0％増） （P125～P126） 

市街化区域東部の外郭道路として機能強化を図る菅谷市毛線街路整備事業に1億3,560万円、

市街化区域の交通網の整備として下菅谷地区街路整備事業（上菅谷下菅谷線・下菅谷停車場

線）に3億8,490万円、那珂ＩＣと国道118号線を結ぶ菅谷飯田線の4車線化整備に向けた菅谷飯

田線道路整備事業に1億6,450万円を計上した。 

④下水道整備費   5億7,806万1千円（3.4％減） （P126） 

下水道事業会計に対する負担金及び補助金に5億7,806万1千円を計上した。 

⑤公園事業費   4,717万2千円（4.5％減） （P126～P127） 

都市公園等の緑化管理及び公園内の施設の維持管理を行う公園管理事業に4,717万2千円を

計上した。 

 

（4）住宅費   9,547万5千円（5.5％増） （P127～P128） 

①住宅管理費   9,547万5千円（5.5％増） （P127～P128） 

市営住宅の維持管理を行う市営住宅管理事業に2,755万円、市公営住宅長寿命化計画に基

づき市営住宅の改修を行う市営住宅長寿命化事業に6,792万5千円を計上した。 

 

8．消 防 費    11億998万5千円（0.3％増） （P128～P136） 

 

（1）消防費    11億 998万 5千円（0.3％増） （P128～P136） 

①常備消防費   9億 867万9千円（0.9％増） （P128～P132） 

消防本部の職員人件費に8億4,082万円、消防本部の管理運営を行う常備消防総務管理事業

に3,213万8千円、災害通報の受信や出動指令等の消防指令業務を県内20消防本部33市町村に

おいて共同で行う常備消防通信管理事業に1,376万3千円、常備消防東署管理事業に1,225万2

千円、常備消防西署管理事業に508万1千円、感染症陽性者等を搬送する救急隊員のリスク軽減

のため救急用品を整備する感染症対策消防資機材等整備事業に141万2千円等を計上した。 

②非常備消防費    4,444万7千円（1.4％増） （P132～P133） 

消防団設置事業に4,309万9千円、消防団員の消防ポンプ操法及び放水技術の向上を図るポ

ンプ操法大会出場事業に134万8千円を計上した。 

③消防施設費   1億1,798万7千円（6.5％減） （P133～P134） 

消防団詰所、防火水槽及び消防自動車の維持管理を行う消防施設管理事業に775万7千円、

消火栓設置事業に1,892万6千円、消防団車両の更新を行う消防団車両整備事業に2,360万4千

円、消防本部庁舎改修事業に1,199万6千円、常備消防車両整備事業に5,570万4千円を計上し

た。 

④水防費   88万8千円（448.1％増） （P134） 

河川増水時の警戒出場及び久慈川水系5市村による水防訓練を行う水防訓練・警戒出場事業

に80万6千円、水防倉庫の維持管理を行う水防施設管理事業に8万2千円を計上した。 

⑤災害対策費   3,798万4千円（5.9％増） （P134～P136） 

災害時等における市民への通信手段確保のために防災無線を適切に維持管理する防災無線

管理事業に1,571万円、自主防災組織の運営及び防災士資格取得の経費の一部を補助する自

主防災組織育成事業に203万1千円、防災資機材及び非常食を整備する避難所整備事業に602

万円、市防災訓練を実施する防災訓練実施事業に191万7千円等を計上した。 

  

- 19 -



 

 

9．教 育 費    22億8,471万7千円（14.9％増） （P136～P173） 

 

（1）教育総務費   4億5,033万円（3.4％増） （P136～P142） 

①教育委員会費    195万7千円（0.2％減） （P136～P137） 

教育委員設置事業に178万8千円等を計上した。 

②事務局費   2億1,783万3千円（0.3％増） （P137～P139） 

教育長人件費に1,264万1千円、学校教育課の職員人件費に1億8,494万8千円、事務局事務

費に2,024万4千円を計上した。 

③教育指導費   2億3,054万円（6.6％増） （P139～P142） 

幼稚園、小中学校に外国人の英語指導助手を配置する外国語指導助手設置事業に5,454万3

千円、教育委員会派遣職員負担金に3,867万6千円、心身の発達において障害などのある園児児

童生徒の在籍する学級等に学習指導員や生活指導員を配置する学習指導員等配置事業に

9,409万6千円、幼児や児童生徒が抱える様々な問題に助言指導を行う教育支援センター設置事

業に845万6千円、学校における教職員の働き方についてシステムを導入し業務改善の取組を行う

校務支援システム整備事業に1,069万9千円、ICT支援員派遣委託料など学校教育情報化推進

事業に1,971万4千円等を計上した。 

 

（2）小学校費   2億6,999万3千円（22.3％増） （P142～P149） 

①学校管理費   2億711万2千円（30.6％増） （P142～P147） 

各小学校の電話料、児童及び教職員の健康検査委託料など小学校管理事務費に5,204万1千

円、各小学校の光熱水費や施設清掃、施設警備及び緑化管理委託料、小学校敷地借上料など

小学校施設管理事業に8,703万7千円、老朽化した児童の机や椅子の更新など管理用備品購入

事業に1,088万9千円、小学校統合に伴い戸多地区及び本米崎地区においてスクールバスの運行

を行うスクールバス運行事業に1,614万3千円、感染症拡大防止に係る医薬材料費など小学校感

染症臨時対策事業に180万2千円等を計上した。 

②教育振興費   6,288万1千円（1.2％増） （P148～P149） 

各小学校の教材用備品を整備する教材用具整備事業に251万8千円、経済的な理由によって

就学が困難な児童及び特別支援学級に在籍する児童に学用品購入費等の一部や給食費を援

助する就学奨励事業に2,017万3千円、情報教育の推進のために整備した教育用及び校務用コン

ピューターを維持管理する教育用コンピューター管理事業に3,246万9千円等を計上した。 

 

（3）中学校費   1億6,936万1千円（11.3％増） （P149～P155） 

①学校管理費   1億2,102万8千円（14.7％増） （P149～P153） 

各中学校の電話料、生徒及び教職員の健康検査委託料など中学校管理事務費に1,640万2千

円、各中学校の光熱水費や施設清掃、施設警備及び緑化管理委託料、中学校敷地借上料など

中学校施設管理事業に7,164万円、老朽化した生徒の机や椅子の更新など管理用備品購入事業

に618万9千円、感染症拡大防止に係る医薬材料費など中学校感染症臨時対策事業に94万2千

円等を計上した。 

②教育振興費   4,833万3千円（3.8％増） （P153～P154） 

各中学校の教材用備品を整備する教材用具整備事業に205万4千円、経済的な理由によって

就学が困難な生徒及び特別支援学級に在籍する生徒に学用品購入費等の一部や給食費を援

助する就学奨励事業に2,303万5千円、情報教育の推進のために整備した教育用及び校務用コン

ピューターを維持管理する教育用コンピューター管理事業に1,818万1千円等を計上した。 

 

（4）幼稚園費   9,817万9千円（15.2％増） （P155～P157） 

①幼稚園費   9,817万9千円（15.2％増） （P155～P157） 
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幼稚園の職員人件費に8,052万6千円、園児への運動指導委託料や園外保育等で使用するバ

ス借上料などひまわり幼稚園運営事業に1,126万4千円、ひまわり幼稚園の光熱水費や施設警備

及び施設清掃委託料などひまわり幼稚園管理事業に543万7千円、感染症拡大防止に係る医薬

材料費など幼稚園感染症臨時対策事業に59万8千円等を計上した。 

 

（5）社会教育費   4億7,690万1千円（23.1％増） （P157～P166） 

①社会教育総務費    1億8,932万3千円（4.2％増） （P157～P159） 

生涯学習課の職員人件費に1億7,685万5千円、市PTA連絡協議会や市文化協会に対して補

助を行う各種団体補助事業に436万5千円、感染症拡大防止に係る消耗品費など社会教育施設

感染症対策事業に56万8千円、二十歳の集い開催事業に460万3千円等を計上した。 

②公民館費   8,262万7千円（9.2％増） （P159～P161） 

中央公民館の職員人件費に2,504万2千円、中央公民館の光熱水費や各種設備保守点検手

数料、施設清掃及び施設警備委託料など公民館施設管理事業に5,192万5千円、生涯学習のき

っかけづくりとして初心者向けの講座と発表の場として公民館まつりを開催する学級講座開設事業

に199万4千円等を計上した。 

③青少年対策費    636万5千円（16.3％減） （P161～P162） 

青少年相談員設置事業に383万7千円、青少年育成事業に72万円、郷土の歴史や自然につい

て小学生が学ぶふるさと教室開設事業に68万8千円、青少年育成那珂市民会議や市子ども会育

成連合会に対して補助を行う各種団体補助事業に112万円を計上した。 

④歴史民俗資料館費   9,213万7千円（144.9％増） （P162～P163） 

歴史民俗資料館の職員人件費に3,675万円、特別展開催事業に82万2千円、歴史民俗資料館

の各種設備保守点検手数料、資料燻蒸、施設警備委託料及び設備の改修工事費などの歴史民

俗資料館管理事業に5,299万9千円等を計上した。 

⑤文化財保護費    2,146万7千円（287.9％増） （P164） 

考古資料等の整理、復元、保存及び調査研究等を行う文化財保護対策事業に433万7千円、

額田城跡整備事業に1,713万円を計上した。 

⑥市史編さん費   56万8千円（前年同） （P164～P165） 

市史編さん委員設置事業に49万4千円、市史編さん事務費に7万4千円を計上した。 

⑦図書館費   8,441万4千円（7.1％増） （P165～P166） 

図書館の光熱水費や各種設備保守点検手数料、施設警備、施設管理及び緑化管理委託料

など図書館管理事業に3,572万円、図書館システム賃借料、図書資料及び視聴覚資料購入費な

ど図書館運営事業に4,821万6千円、子育て支援事業の一環として、ボランティアによる読み聞か

せなどを実施するブックスタート事業に29万3千円等を計上した。 

 

（6）保健体育費   8億1,995万3千円（15.8％増） （P166～P173） 

①保健体育総務費    2,253万円（10.5％減） （P166～P168） 

市民相互の親睦を図りながら健康体力づくりを推進するスポーツ教室開設事業に1,159万3千円、

市スポーツ協会に対して補助を行う団体補助事業に711万8千円等を計上した。 

②学校給食共同調理場費    4億7,160万9千円（5.3％増） （P168～P170） 

給食センターの職員人件費に1億1,087万4千円、燃料費、賄材料費、給食配送委託料など給

食センター運営事業に2億8,192万5千円、学校給食センターの光熱水費や各種設備保守点検手

数料、施設清掃委託料など給食センター施設管理事業に3,119万8千円、加えて新たに、学校給

食センターの施設防水補修工事を実施する給食センター施設整備事業に4,746万5千円等を計上

した。 

③体育施設費   2,013万2千円（59.2％減） （P170～P171） 

総合公園を除く体育施設の維持管理を行う体育施設管理事業に1,784万8千円、施設内の緑

化管理及び維持管理を行う那珂西リバーサイドパーク管理事業に228万4千円を計上した。  
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④総合公園費   3億568万2千円（64.6％増） （P171～P172） 

総合公園の光熱水費や各種設備保守点検手数料、施設警備、緑化管理及びスポーツホール

管理委託料など総合公園管理事業に1億8,848万円、総合公園運営事業に232万7千円、総合公

園の熱源機設備改修を行う総合公園施設改修事業に1億1,487万5千円を計上した。 

 

10．災害復旧費     4千円（前年同） （P173） 

 

（1）土木施設災害復旧費    4千円（前年同） （P173） 

①現年度災害   4千円（前年同） （P173） 

形式予算として単独災害復旧事業に4千円を計上した。 

 

11．公 債 費    20億7,915万1千円（1.1％減） （P173～P174） 

 

（1）公債費    20億 7,915万 1千円（1.1％減）  （P173～P174） 

①元金   20億3,081万円（1.1％減） （P173） 

起債償還元金に20億3,081万円を計上した。 

②利子   4,834万円（0.0％減） （P173～P174） 

起債償還利子に4,734万円、一時借入金利子に100万円を計上した。 

③公債諸費   1千円（前年同） （P174） 

形式予算として登録債の償還手数料など公債諸費に1千円を計上した。 

 

12．諸支出金    5千円（前年同） （P174～P175） 

 

（1）普通財産取得費   3千円（前年同） （P174～P175） 

①土地取得費   3千円（前年同） （P174） 

形式予算として普通財産取得事業に3千円を計上した。 

 

（2）土地開発基金繰出金    1千円（前年同） （P175） 

①土地開発基金繰出金    1千円（前年同） （P175） 

形式予算として土地開発基金繰出金に1千円を計上した。 

 

（3）償還金   1千円（前年同） （P175） 

①償還金   1千円（前年同） （P175） 

形式予算として国県負担金等返納金に1千円を計上した。 

 

13．予 備 費    3,000万円（前年同） （P175～P176） 

 

（1）予備費   3,000万円（前年同） （P175～P176） 

①予備費   3,000万円（前年同） （P175～P176） 
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令和5年度 那珂市国民健康保険特別会計（事業勘定）予算説明書  
 

令和5年度の那珂市国民健康保険特別会計（事業勘定）歳入歳出予算は、前年度に比べ5,000万円

（0.9％）増の総額 54億円を計上した。 

 

 

Ⅰ  歳  入  (P205～P208) 

 

１．  国民健康保険税については、現年課税分と滞納繰越分を合わせ、一般被保険者  10億1,398万2

千円（4.6％減）で、医療給付費分  6億7,725万9千円（4.8％減）、後期高齢者支援金分  2億5,906

万4千円（4.2％減）、介護納付金分 7,765万9千円（4.2％減）、退職被保険者等  6千円（45.5％減）

で、医療給付費分  2千円（71.4％減）、後期高齢者支援金分  2千円（前年同）、介護納付金分  2千

円（前年同）、総額で 10億1,398万8千円（4.6％減）を計上した。 

 

２．  国庫支出金については、国民健康保険災害臨時特例補助金  1千円（前年同）を計上した。 

 

３．  県支出金については、県負担金で、特定健康診査等負担金 1,432万2千円（11.1％減）、県補助

金で、保険給付費等交付金 37億9,906万5千円（0.4％減）、総額で 38億1,338万7千円（0.5％減）

を計上した。 

 

４．  繰入金については、一般会計繰入金で、保険基盤安定繰入金  2億6,229万8千円（5.1％減）、職

員給与費等繰入金  6,106万5千円(3.3％増）、財政安定化支援事業繰入金  1,605万1千円（0.9％

増）、出産育児一時金繰入金 1,000万円（19.0％増）、未就学児均等割保険税繰入金  307万円

（15.2％減）、その他繰入金  2,100万円(前年同)、総額で 3億7,348万4千円（2.8％減）を計上した。

また、歳入の不足を補うため、支払準備基金繰入金  1億7,607万8千円（267.1％増）を計上した。 

 

５．  その他の歳入については、使用料及び手数料で、督促手数料 80万円（前年同）、諸収入で、延

滞金や第三者納付金など 2,221万円（前年同）等を計上した。 

 

Ⅱ  歳  出 (P209～P220) 

 

１．  総務費については、国保事業に要する人件費及び事務費、県国保団体連合会に対する負担金、

市国保運営協議会の設置に要する経費、趣旨普及費に、6,709万8千円（2.1％増）を計上した。 

 

２．  保険給付費については、過去の医療費の実績及び被保険者数等の推移を考慮して算出し、療養

諸費で、一般被保険者分  32億5,830万円（0.2％減）、退職被保険者等分 60万円（前年同）、審査

支払手数料  1,496万1千円（0.0％増）、高額療養費で、一般被保険者分  4億4,254万円（1.1％減）、

退職被保険者等分 20万円（前年同）、一般被保険者高額介護合算療養費  60万円（20.0％増）、

退職被保険者等高額介護合算療養費  5万円（前年同）、移送費で、一般被保険者分  10万円（前

年同）、退職被保険者等分 5万円（前年同）、出産育児諸費で、出産育児一時金 1,500万円（19.0

％増）、葬祭諸費で、葬祭費 600万円（20.0％増）等、総額で 37億3,940万9千円（0.2％減）を計上

した。 

３．  国民健康保険事業費納付金については、療養給付費等に必要な財源として県が市町村ご
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とに決定し、市町村国保が納付するものとして医療給付費で一般被保険者分  9億9,354万8

千円（3.0％増）、退職被保険者等分  38万 9千円（60.5％減）、後期高齢者支援金等分で一

般被保険者分  4億354万 4千円（6.2％増）、退職被保険者等分  17万 9千円（59.3％減）、介

護納付金分  1億 2,904万 8千円（2.4％増）、総額で15億2,670万 8千円（3.7％増）を計上した。 

 

４．  共同事業拠出金については、退職者医療共同事業拠出金  1千円（前年同）を計上した。 

 

５．  保健事業費については、被保険者の健康に対する意識の高揚を図るための保健衛生普及費  229

万9千円（28.1％減）、40歳から74歳の被保険者を対象とする特定健康診査に要する経費として

特定健康診査等事業費  5,340万1千円（4.1％増）、総額で 5,570万円（2.2％増）を計上し

た。 

 

６．  その他の歳出については、支払準備基金積立金  5万円（前年同）、諸支出金  627万1千円（8.7％

増）、予備費 476万3千円（10.6％増）を計上した。 

 

 

令和5年度 那珂市公園墓地事業特別会計予算説明書 
 

令和5年度の那珂市公園墓地事業特別会計歳入歳出予算は、福ヶ平霊園・瓜連冨士霊園の管理及び

運営に要する経費を中心に、前年度と同額の総額  1,300万円を計上した。 

 

 

１．  歳入については、墓地永代使用料  500万円（前年同）、墓地管理料  481万8千円（0.3％増）、繰

越金 317万8千円（0.4％減）等を計上した。 

（P237） 

 

２．  歳出については、総務費で、墓地の維持管理に要する経費として一般管理費 707万8千円（0.1％

増）、一般会計繰出金 580万円（前年同）、予備費 12万2千円（7.6％減）を計上した。 

（P238～P239） 

 

 

令和5年度 那珂市介護保険特別会計（保険事業勘定）予算説明書  
 

令和5年度の那珂市介護保険特別会計 (保険事業勘定)歳入歳出予算は、前年度に比べて、4,000万円

（0.8％）増の総額 47億5,000万円を計上した。 

 

 

Ⅰ  歳  入  (P247～P251) 

 

１．  介護保険料については、現年度分特別徴収保険料  9億8,688万5千円（1.5％増）、現年度分普通

徴収保険料 9,275万6千円（11.1％増）、滞納繰越分  432万2千円（1.6％増）、総額で 10億8,396

万3千円（2.3％増）を計上した。 

 

２．  国庫支出金のうち、国庫負担金では、介護給付費負担金  7億9,622万6千円（2.0％増）、国庫補
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助金では、調整交付金 1億6,303万8千円（2.3％減）、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任

意事業） 1,751万5千円（57.9％減）、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

1,967万2千円（4.6％減）等、総額で 10億980万1千円（1.4％減）を計上した。 

 

３．  支払基金交付金については、介護給付費交付金  12億311万8千円（2.0％増）、地域支援事業交

付金 2,840万3千円（2.0％増）、総額で 12億3,152万1千円（2.0％増）を計上した。 

 

４．  県支出金のうち、県負担金については、介護給付費負担金  6億5,197万3千円（2.0％増）、県補助

金については、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）  875万8千円（57.9％減）、地域

支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業） 1,229万5千円（4.6％減）等、総額で 6億

7,302万8千円（0.1％増）を計上した。 

 

５．  繰入金については、一般会計繰入金で、介護給付費繰入金  5億5,699万9千円（2.0％増）、職員

給与費等繰入金 4,705万6千円（7.9％減）、事務費繰入金  3,625万4千円（5.5％増）、地域支援事

業繰入金（包括的支援事業・任意事業） 875万8千円（57.9％減）等、総額で 7億1,693万1千円

（0.5％減）を計上した。 

また、歳入の不足を補うため、介護給付費準備基金繰入金3,464万6千円（35.8％増）を計上した。 

 

Ⅱ  歳  出  (P252～P262) 

 

１．  総務費については、介護保険事業に要する人件費及び事務費、介護保険料の賦課費、介護認定

審査会費、趣旨普及費として、1億445万2千円（0.7％増）を計上した。 

 

２．  保険給付費については、介護サービスに係る費用として、介護サービス等諸費  43億3,950万8千

円（2.1％増）、高額介護サービス等費  1億1,648万3千円（1.8％減）、総額で 44億5,599万1千円

（2.0％増）を計上した。 

 

３．  財政安定化基金拠出金については、2千円（前年同）を計上した。 

 

４．  地域支援事業費については、地域における自立した生活を送るための支援等に要する費用として、

包括的支援事業・任意事業費  4,188万9千円（60.0％減）、多様な事業主体による介護予防・生活

支援サービスの提供に要する費用として、介護予防・生活支援サービス事業費  1億988万円（1.5％

増）等、総額で 1億6,014万円（30.2％減）を計上した。 

 

５．  その他の歳出については、介護給付費準備基金積立金  600万円（100.0％増）、第1号被保険者

保険料還付金 100万円（前年同）、予備費 389万6千円（7.4％増）等を計上した。 

 

 

令和5年度 那珂市後期高齢者医療特別会計予算説明書  
 

令和5年度の那珂市後期高齢者医療特別会計歳入歳出予算は、前年度に比べて、3,000万円（3.7％）

増の総額 8億5,000万円を計上した。 

主たる業務を、全市町村が加入する都道府県単位の後期高齢者医療広域連合が行い、市町村は保険

料の徴収業務や窓口事務を行う。 
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１．  歳入については、現年課税分と滞納繰越分を合わせ、後期高齢者医療保険料  6億9,014万4千円

（3.7％増）、一般会計繰入金 1億5,889万3千円（3.6％増）等を計上した。 

(P277～P278) 

 

２．  歳出については、広域連合納付金  8億4,733万円（3.7％増）等を計上した。 

(P279～P280) 

 

 

令和5年度 那珂地方公平委員会特別会計予算説明書 
 

令和5年度の那珂地方公平委員会特別会計歳入歳出予算は、総額  70万円（前年同）を計上した。  

公平委員会とは地方公務員法第7条の規定に基づき設置される行政委員会であり、委員会の審査を通じ

て職員の利益の保護と公正な人事権の行使を保障するために、地方公共団体の長その他の任命権者から

独立した地位を有する機関である。那珂市、東海村、常陸大宮市及び大宮地方環境整備組合で構成され、

令和6年9月まで当市で会計を管理する。 

主たる業務は、「職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び

必要な措置を執ること。」、「職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに対する裁決又は決定を

すること。」、「職員からの苦情相談を受け解決に向けた処理をすること。」、「その他法律に基づき定められて

いる事務を行うこと。」である。 

 

 

１． 歳入については構成市町村からの負担金  9万6千円（前年同）、繰越金 60万3千円（前年同）等を

計上した。 

(P287) 

 

２． 歳出については、総務管理費 60万円（前年同）、予備費 10万円（前年同）を計上した。 

(P288) 
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（歳入）

・ 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 744,076 千円

（歳出）

・ 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 7,826,180 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費内訳】 （単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

引上げ分の
地方消費税交

付金
（社会保障財源

化分）

その他

民生費 高齢福祉費 226,129 80,709 19,484 26,406 99,530

障害福祉費 1,722,036 1,219,048 52 105,453 397,483

児童福祉費 2,786,864 1,790,680 160,763 175,166 660,255

母子福祉費 182,829 68,584 23,954 90,291

生活保護費 489,024 363,023 4,000 25,580 96,421

その他 397,963 156,555 41,400 41,938 158,070

社会保険 社会保険費 1,726,326 358,471 286,804 1,081,051

衛生費 保健衛生費 16,717 70 3,490 13,157

予防費 274,916 9,985 4,259 54,656 206,016

その他 3,376 376 629 2,371

7,826,180 4,047,501 229,958 744,076 2,804,645合　　　　計

※社会保障４経費：制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処する
ための施策に要する経費のことです。
※その他社会保障施策に要する経費：社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策に要する経費のこ
とです。
※事業費の比率に応じて、地方消費税交付金（社会保障財源化分）を按分して充当しています。

　地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確にし、社会保障施策に要する経費に充てられ
るものとされています。
　令和５年度一般会計予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況は、次のとおりと
なっています。

事　業　区　分
対象
事業費

財源内訳

特定財源 一般財源
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